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ニセコ観光圏（倶知安町、ニセコ町）における、長期滞在型観光における調査・研究
プロジェクト代表者：プラート・カロラス

国立大学法人 小樽商科大学

●プロジェクトの目的

このプロジェクトは、平成２６年に観光圏の認定を受け、今後、国際的なリ
ゾート地へのブランドアップを図っていく必要がある倶知安町、ニセコ町におい
て、観光に関する基礎的調査研究を実施し、インバウンドの増加と滞在期間
の延長に寄与することを目的としています。

●具体的な取組み

具体的な取組みとして、ゼミの２～４年生をニセコ地域に派遣し、観光客の
動態調査を夏季と冬季の２回にわけて実施しました。また、国内観光圏の現
状と課題を把握するため、研究教員のグル―プによる先行地である「阿蘇く
じゅう観光圏」でのフィールド調査を実施しました。

●成果

先進観光圏の調査では、周遊観光を促進させる為の課題「短期の有料周遊
観光ツアーの充実」と「ツアー拠点の整備」「観光圏内交通網の整備」が明ら
からになりました。この課題の解決については、後志地域全体で考える必要
があると考えています。

アンケートのデータを分析では、「夏季リゾードメニューのプロモーション不
足」「スキー場施設の老朽化」「外国人観光客に対応した医療体制整備」「冬
季における日本人観光客のニセコ離れ」などの課題が明らかになりました。ア
ンケートの分析結果については、地域での勉強会開催を通して還元して行き
たいと考えています。また、これらの課題を解決するため、引き続き、ニセコ地
域と連携をしてプロジェクトを展開して行く所存です。

夏季アンケート調査 冬季アンケート調査
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北海道法学プロジェクト―札幌・後志管内を中心とする法的紛争の現れ方とそ
の法的解決への序論的考察
プロジェクト代表者：小倉 一志 プロジェクトリーダー：南 健悟

国立大学法人 小樽商科大学

１．プロジェクトの背景事情

北海道は特有の地理的・文化的背景を持ち，日々生起する問題に
も他地域には見られないものがあります（例えば，雪にまつわる問
題）。しかし，法律は中央政府の議会が定めるものであり，地域的特
性はそこには反映されないものと考えられてきました。

しかし，法的紛争が地域に根ざすものである以上，解釈などを通じ
た解決法も地域独自のやり方があるのではないでしょうか。これが研
究の着想です。

２．プロジェクトの方向性

従来から地域に目を向けた研究手法を確立してきた「法社会学」と
いう分野との協働作業および「地域に根差した法学」の先進的取り組
み例である沖縄などの知見を取り入れ，北海道特有の法律問題の
認知と解決手法の確立を目指しました。

３．具体的な方策
（１）研究会の開催

２．で指摘した研究の目標に資する知見の獲得のため，毎月1回各

分野の専門家を招いて研究会を開催しました。テーマは「賃貸借契
約における冬期間解約時の違約金支払条項」といった身近なものか
ら，「北海道開拓史から見る特有の紛争」や「アイヌ民族に関する民
法的問題」など歴史を踏まえたものまで，多岐にわたりました。

（２）教員による実地調査

道内で発生した法律的紛争の現場を訪れ，関係者に聞き取り調査
を行いました。これにより，人々の思いや法律に対する期待などを具
体的に伺い，紛争の解決手段としての法学の意義を再確認しました。
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国立大学法人 小樽商科大学

本プロジェクトでは，ソーシャルメディアやWebページ上のバーチャ

ルなコミュニケーションを，リアルなface-to-faceのコミュニケーション

に近づけ，小樽での実際の観光行動に結びつくようにする，という方針の

もと，以下の事業を行いました。まず，前年度に引き続き，『おたるくら

し』FB/Webページと『小樽生活中文』FB/Webページの維持管理を行い

ました。日本語版，中国語版とも順調に購読者数（ページへのいいねの

数）を増やしました。『おたるくらし』と『小樽生活中文』というFBペー

ジの存在を告知するため，フェイスブック広告も20日間ほど行い，こち

らでも購読者を増やしました。60歳を超えるシニア層はパソコンやスマ

ホそのものを触らず，『おたるくらし』の記事を目にする機会がないこと

が，代表者が行った講演やプレゼンテーションの参加者のコメントを通し

て分かったので，『おたるくらし』の本を出版することを目論み，大手出

版社と出版交渉を行っています。現在も進行中です。さらに『おたるくら

し』の今年の目玉として，『おたるくらし』バーチャル観光ツアーマップ

（http://otaru-class.com/map/）を現在作成中です。なお，このマッ

プは，ゼミ生にデータ可視化技術を教える過程の中で，その成果物として

作成されました。

おたるくらし・小樽生活中文・Otaru Class：ＳＮＳを使った地域観光ブランドの
グローバルな発信
プロジェクト代表者：佐山 公一
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小樽の歴史的街並みの持続的な保全・活用に向けたファンドづくりの基礎研究
プロジェクト代表者：南 健悟

国立大学法人 小樽商科大学

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは，歴史的建造物や歴史遺構で活動していた人々を調査する
ことを通じて，これらの歴史遺産に「物語」を付与し、観光客，投資家，映像・
アート関係者への訴求力の向上と新たな観光資源の開発を目的とします。加
えて，歴史的建造物や街並みの継続的な保全・活用に向け，財政基盤の確立
とファンド形成を進めていくための基礎研究を行います。

【活動報告】
●まちなみツアー＆コンテンツツーリズムに関するトークショーの実施

学生を伴い，市内の歴史的建造物の実態と観光ルートを検証する予備調査
を実施しました。さらに，映像・アート関係者とともに歴史的な街並みや建物を
見学するツアーとそれらの見せ方に関するトークショーを開催しました。
●まちづくりファンドに関する聞き取り調査

先進事例である「東京歴史まちづくりファンド」と「世田谷まちづくりファンド」を
視察し，現状と課題について聞き取り調査を実施しました。
●小樽の歴史的な建物を紹介するパンフレットの作成

小樽市内の魅力ある歴史的な建物を紹介するパンフレットを作成しました。

【具体的な成果等】

ツアーやトークショーでは，学生，映像・アート関係者から見て小樽の歴史的
な街並みや建物が持つ魅力を再認識すると同時に，「日常的な見学ができな
い」，「建物の継続的な保全が困難」という課題が明らかになりました。また，
ファンド調査では，「継続的な資金確保と融資」という課題が明らかになりました。

今後，これらの課題を克服し，小樽の歴史的な街並み・建物を持続的に保
全・活用していくためのしくみづくりを構築していく必要があります。その足がか
りとして，写真，イラストをふんだんに盛り込んだ歴史的な建物の紹介パンフ
レットを作成することを通じて，市民や観光客など幅広い世代に建物にまつわ
る「物語」や現状を知ってもらう工夫を行いました。
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地域企業の海外展開支援と国際マーケティングにおける国際ルールとの整合
性確保に関する研究：輸出に関連する補助金規律を中心に
プロジェクト代表者： 小林 友彦

国立大学法人 小樽商科大学

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは、道内企業が製品を輸出したり技術・サービスを海外で提供
するなどの海外展開を進めることを安定的に支援するための、制度的・法的基
盤の整備に貢献することを究極の目的としています。本プロジェクトでは特に、
ややもすれば縁遠いものと思われがちな国際ルールの役割に光を当てます。
具体的には、関係する自治体、第三セクター、企業組合などの地域の支援ネッ
トワークが行う海外展開支援活動について、適法性を確保して効果的に活動
するためにどのような課題と可能性があるかについて調査研究を行います。

【活動報告】
●関連する国際ルールの整理・検討

海外展開は、モノの輸出だけではなく、建設・教育・調理などのサービスを海
外で提供したり、海外の企業と提携したりノウハウを提供したりするなど、多様
な活動が関わります。それゆえ、モノの輸出・サービスの輸出・海外投資・知的
財産権の保護などの分野について、ビジネス環境整備や情報提供、資金調達
を含む支援のあり方に関する国際ルールを整理・検討しました。
●道内企業に特有の事情についての課題の整理・検討

気候の特性、潜在的マーケットとの地理的位置づけ、法的サービスの利用し
やすさなど、他の地方と比べてどのような特色があるのか整理・検討しました。

【具体的な成果等】

理論面での検討に限られましたが、地域企業の海外展開支援においてどの
ような国際ルールがどのような場面で関係してくるのか整理したことで、今後の
実証的な検討の基盤を形成しました。「三方よし」（「売り手よし、買い手よし、世
間よし」）の視点から見れば、海外展開の際の「世間」には、展開先の国の政府
（自治体を含む）や企業（競合他社を含む）が入ってきます。とすれば、国際
ルールに適合しない形での支援は、結果的に企業の海外展開の機会をそこ
なってしまう恐れさえあります。道内企業の海外展開支援にあたってどのように
国際ルールを活用できるか、具体的・実証的に検討することが今後の課題です。

国際ルールへの
目配りの重要性
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後志管内の政治的課題・防災情報を対象とした情報抽出および情報発信に関
する研究
プロジェクト代表者：木村 泰知

国立大学法人 小樽商科大学

<研究概要>
本研究では地方議会会議録を用いて，地方政治に対する住民

の関心を高め，興味を抱かせる方法について検討する．
地方議会会議録に含まれる情報の特徴である，政治的課題に

ついての対立する意見（賛成意見と反対意見）を抽出して提供す
ることで，地域特有の課題の理解に役立てることを目指している. 
しかしながら，地域課題の対立意見を提供するシステムというだけ
では，利用者に対して興味を抱かせることが困難である．

そこで，情報提示の手段として，面白さを備えた対話システムの
構築を試みた. 提案するシステムでは，地方議会で議論されてい
る議題を対象として，対立する意見をディベートのように2 つの
キャラクターに代弁させる．ユーザは双方の意見を聞いて「賛成」
「反対」といった簡単な入力を行う．
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食を通じた後志の観光戦略プラン策定
プロジェクト代表者：後藤 英之

国立大学法人 小樽商科大学

●具体的な取組み

後志地域でのフィールドワーク（真狩、留寿都、喜茂別、京極、余市、小樽な
ど）で観光資源の発掘調査などを行いました。このフィールドワークについて
は、連携機関とともに行ったものです。また、発掘した観光資源を周遊観光に
結びつける為、札幌から小樽・余市を巡るモニターツアーを連携機関（北海道
後志総合振興局、ワインクラスター北海道、コープトラベル）と開催しました。

●成果

調査では、食に関する新たな観光資源を見出すことが出来ました。特に、後
志地域における農水産物を活用した特色ある加工食品や地域に密着した飲
食店、隠れた観光スポットなどは強力な観光コンテンツとなり得ると考えてい
ます。一方で、これらの観光資源が効果的にＰＲされていない現状も把握でき
ました。また、モニターツアーでは、従来知られていなかった余市と小樽での
竹鶴政孝とリタに関する場所を訪問し、ゆかりの菓子試食、関係者のトーク
セッションなどを実施し、参加者に地域ならではの魅力を楽しんでいただくこと
ができました。これらの成果については、勉強会などを通じて、地域や連携機
関と共有して行きたいと考えています。
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余市町における観光を主軸とした地域経済活性化に関する調査・研究
プロジェクト代表者：西山 茂

国立大学法人 小樽商科大学

●プロジェクトの目的

このプロジェクトは、余市町における観光資源の調査とＴＶドラマなどによる
経済波及効果の分析、長期的な観光戦略の検討を行うことを目的としていま
す。余市町は、小樽や札幌からの日帰り観光圏にも関わらず、観光への波及
は限定的となっています。ＴＶドラマの放映を契機に、余市町が観光地として
のブランドアップを図ることで、小樽や札幌との広域観光圏形成も可能となり、
地域経済活性化につながるものと考えています。

●具体的な取組み

具体的な取組みとして、余市町の観光資源を把握するためのフィールドワー
ク、ニッカウヰスキー余市蒸留所（ＴＶドラマロケ地）周辺でのアンケート調査、
過去のＴＶドラマ放映地（純情きらり：愛知県岡崎市）での実態調査、を行いま
した。

●成果

フィールドワーク調査では、余市町の豊富な農水産資源や加工食品、その
中でも、特に果樹栽培やワイナリーの観光資源化に可能性を見出しました。

過去の放映地調査では、放映を当てこんだ一過性のイベントは継続しないこ
とが判明しました。その一方で、放映を契機に、自社の強みを再認識し、ス
トーリー性を持たせたモノづくり企業においては効果が持続していることがわ
かりました。放映に関する経済波及効果については、現在、データを分析して
いるところですが、今後、勉強会の開催を通じて、地域の方々に情報還元して
行く方針です。

ＴＶドラマ放映地の現状調査 余市での勉強会
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過疎化・高齢化する後志地域における雇用 ・医療・介護の新たな協同のための
法制度のあり方に関する総合的研究
プロジェクト代表者： 多木 誠一郎

国立大学法人 小樽商科大学

過疎化や高齢化は、後志地域に限らず広く北海道に共通の課題で
す。ここで暮らす人々が、より生き生きとした毎日を送れるよう協力す
るための仕組みの一つとして、生協のような協同組織（協同組合）の
一種である「ワーカーズコープ」（労働者協同組合）があります。これ
が地域でどのような役割を果たしうるか研究しました。

ワーカーズコープは、会社のようにそれ自体で法人格を得ることが
できません 。しかし道内の労働者協同組合で聞き取り調査をしたとこ
ろ、最近ではNPO法人（特定非営利活動法人 ）の形を とりつつ、 実

質的にはワーカーズコープとして活動するという場合が増えているよ
うです。以前は、生協（生活協同組合）・企業組合・株式会社といった
形で活動する ことも少なくなかったようです 。

では、なぜ最近になってNPO法人の形をとるようになったのでしょう
か？ 次のような事情があるようです。①株式会社は、営利法人の代

表格であるため、地域の人が協力するための枠組みとしては心理的
に抵抗があるようです。労働者協同組合としてのアイデンティティを
維持できないと考えるのでしょう。②また、昔からある生協のような形
式では、設立から解散まですべての段階で継続的に 国の監督を受
けることとなり、 自主性の尊重を旨とするワーカーズコープにはなじ
まないと考えるのかもしれません。

では、どうしたら地域の人々がさらに緊密に協同していけるのでしょ
うか。今後も、後志地域の一員として、 望ましい制度枠組みの構築
について引き続き検討していきます。
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北運河および北前船の歴史的価値の観光資源化
プロジェクト代表者：北川 泰治郎

国立大学法人 小樽商科大学

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは小樽の成立に大きな役割を果たし、貴重な歴史的価値を持
ちながら、未だ観光資源として十分に活用されていない北前船について、北運
河との密接な関係に着目して調査研究を実施し、観光客増加と滞在時間の延
長に寄与する小樽の新たな観光資源の開発とブランド化を目指すものです。

【プロジェクトの主な活動実績】
●北前船に関する調査

小樽、岩内などでは北前船の関係者に対する聞き取り調査や郷土館などへ
の見学を実施してきました。また富山県では富岩運河、まちなみ保存地区の建
物（北陸銀行）、廻船問屋森家などへの視察や伏木北前船資料館の資料（小
樽、江差などとの関連資料）を調査し、寄港地としての小樽との繋がりについて
確認してきております。
●「北運河と北前船」講座の開催

小樽市を含む9機関からの後援を得て、平成26年11月から平成27年1月の間
に3回シリーズで外部の講師を招聘し、北運河と北前船の歴史的価値の確認、

発見と観光資源化に向けた今後の取り組みについて小樽市民の方々を中心
にクロストークを交えディスカッションを行ってきました。
●デジタルアーカイブ化

歴史的価値のデジタルアーカイブ化、情報の発信基盤の構築も開始し、観光
資源としての認知拡大、ブランド強化を続けられる仕組み作りを始めています。

【プロジェクトの成果】

北前船に関する調査と「北運河と北前船」講座の開催による外部の識者、市
民の方々との対話を通じて、観光資源化に向けた課題を探ることができました。
地元市民と歴史的価値を共有していくことや観光客への伝達、そしてその価値
を踏まえた北運河地域の魅力創造が重要であるとの認識に至りました。
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自然災害に対する地域防災力の評価― 小樽市内の自治会町会を対象として ―
プロジェクト代表者：社会情報学科 深田 秀実

国立大学法人 小樽商科大学

本研究では，平野部が少なく丘陵と山地が大部分を占める小樽市を対象とし
て，市内の自治会町会組織に対して，土砂災害の危険性に対する認知，防災
に対する意識，平常時の防災活動の現状などを土砂災害対応力チェックシート
により調査しました．その結果，土砂災害対応力のレベル（レベル１～５）ごとの
平均実施率は，対応力レベルが高度になるほど，町会組織の災害対応力（実
施率）が低下していることが分かりました．

土砂災害対応力の評価（実施率＝質問項目を実施していると回答した割合）
調査対象：小樽市内の自治会町会（有効回答数／配布数：９５町会／１５２町会）

評価レベル 土砂災害対応力の評価項目 実施率(%)

■レベル1 防災組織ができて、役割分担が決められた程度の活動レベル 平均36.6(%)

Q1-1 ・自主防災組織や防災部など、水害防災のための組織がある 36.9

Q1-2 ・防災組織の各専門班の役割分担と担当者を決めている 30.1

Q1-3 ・防災組織の災害対策本部を設置する場所を決めている 33.7

Q1-4 ・町内会や自治会としての一時避難所を決めている 67.0

Q1-5 ・一時避難所や指定避難所への主要な避難経路を決めている 38.5

Q1-6 ・平常時において、防災組織としての活動を定期的に行っている 13.5

■レベル2 行政主導の防災関連活動に参加する程度の活動レベル 平均37.2(%)

Q2-1 ・市区町村や消防署が主催する防災訓練に組織として定期的に参加している 48.1

Q2-2 ・防災講演会や防災セミナーなどに組織の主要なメンバーを派遣している 57.7

Q2-3 ・消防や日赤が主催する応急救護の研修に組織の主要なメンバーを派遣している 41.7

Q2-4 ・防災関連の情報を組織から各世帯に対して定期的に発信している 32.0

Q2-5 ・組織として災害発生時の対応マニュアルが作成されている 15.5

Q2-6 ・地域内の危険個所を調査した防災マップがある 27.9

■レベル3 自主的に地域の現状を調査し、問題点を明らかにする程度の活動レベル 平均10.5(%)

Q3-1 ・県や市の土砂被害想定調査における町内会を含む周辺の被害程度を把握している 24.0

Q3-2 ・地域内の危険個所を調査した防災マップを全世帯に配布している 14.3

Q3-3 ・初期消火用資器材が町内会のどこにどれだけあるのかを調査している 20.2

Q3-4 ・断水時に利用できる飲用水や雑用水がどこにどれだけあるのかを調査している 4.8

Q3-5 ・電気やガス等のエネルギー供給が停止した状態を想定した防災訓練を行っている 0.0

Q3-6 ・防災組織は、夜間と昼間の2本立ての体制作りができている 0.0

■レベル4 レベル3より高度な調査を行い、かつ継続的な活動を行っているレベル 平均7.2(%)

Q4-1 ・災害時要援護者を把握してリストを作成している 13.3

Q4-2 ・ジャッキやバールなどの救助用資器材が町内会のどこにどれだけあるのかを調査している 2.9

Q4-3 ・応急手当のための救護用品が町内会内のどこにどれだけあるのかを調査している 4.8

Q4-4 ・組織が持っている防災資機材や器具類を定期的に点検している 11.5

Q4-5 ・看護師経験者や無線従事者など災害時に役に立つ町内会内の人材を調査している 7.7

Q4-6 ・地域内の危険個所を調査して防災マップを定期的に更新している 2.9

■レベル5 自主的に地域の改善計画を立案し、達成度の確認や計画の見直しができる活動レベル 平均4.8(%)

Q5-1 ・町内会内や近隣にある開業医や病院と災害時の直後対応について協議している 1.0

Q5-2 ・町内会内や近隣にある開業医や病院と連携した防災訓練を行っている 0.0

Q5-3 ・近隣や遠隔の別の防災組織との情報交換を行っている 22.5

Q5-4 ・近隣や遠隔の別の防災組織との応援協定ができている 2.9

Q5-5 ・町内会内や近隣にある事業所や企業と災害時の直後対応について協議している 4.9

Q5-6 ・町内会としての土砂災害防災計画（被害を減らすための改善計画）を作成している 2.9

Q5-7 ・町内会としての土砂災害防災計画を全世帯に配布している 1.9

Q5-8 ・町内会としての土砂災害防災計画の定期的な見直しや達成度のチェックを行っている 2.9
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経済学コンソーシアム2014(経済学分野での地(知)の拠点の確立)
プロジェクト代表者：中島 大輔

国立大学法人 小樽商科大学
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後志地方におけるワイン・クラスター形成プロセスの調査研究
プロジェクト代表者：穴沢 眞

国立大学法人 小樽商科大学

研究目的 多くの醸造家が後志地方に参入している理由は何か？

研究方法 ① インタビュー調査期間：2014年7月～2015年2月
② インタビュー調査対象：ワイナリー経営者・行政関係者（※新興産地の長
野県も追加調査）

発見事実 後志地方は，ワイン用ぶどうの栽培適地であり，高度な技能を持つ醸造家が
増加している。しかしながら，新参者はワイン業界の不文律（「他社のテリト
リーを侵さない」）を破ることもあり，後志地方のワイナリー関係者は，喧嘩に
近い関係である。このような産地内における喧嘩が，ワイン造りの多様性を
生み出し，産地としての質的向上に貢献していることが明らかになった。

ワイナリー 業界団体・行政機関

オチガビワイナリー

ドメーヌ・タカヒコ

リタファームアンドワイナリー

マンズワイン小諸ワイナリー

井筒ワイン

五一わいん

はすみふぁーむ＆ワイナリー

NPO法人ワインクラスター北海道

小樽商工会議所

北海道空知総合振興局

北海道後志総合振興局

余市町役場農林水産課

北海道経済部食関連産業室

長野県観光課

塩尻市役所ブランド観光課

Total: 7 Total:8

課題

表1 インタビューリスト

図1 後志地方のワイン産業の全体像

①ワイン造りに対する情熱に温度差があること（→ 科学派ワイン vs 自然派
ワイン）
② こうした温度差を解消するために，醸造家から大学での組織設立を要望
する声が多い。
③ ワイン業界は民間ベースの活動が主体となるため，行政機関によるワイ
ン振興策に関しては，ワイナリー側はあまり期待していない。

※新規参入者は道産懇に加入しても

学ぶ事がないという声が多い。
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フードビジネスの海外展開事例分析
プロジェクト代表者：籏本 智之

国立大学法人 小樽商科大学

1.海外展開の経験

・懇意にしている事業者が台湾に進出する際に，契約の関係で店舗を先に借りることになり，営業開始まで数ヶ月
間ただ家賃を支払うだけの状態になった｡そこで，複数の事業者が集まり，臨時に出店することになった｡
・1週間程度の出店ではあったが，札幌で提供している商品を提供するため，食材の調達，顧客への広告，店舗内

オペレーションを経験した｡食材調達では，粉とキャベツは現地調達をしたが，お好み焼きの最も重要となるもので
あるソースとマヨネーズはロットも小さく現地調達が困難なため札幌より携行した｡広告は現地知人にSNSで行って

もらった｡店舗内オペレーションは，複数事業のフードをワントレーで提供する単一メニューとし，複数事業者が厨
房内でそれぞれのフードを調理して，トレーに載せて提供する形をとった｡
海外進出のオファー

・日系百貨店の開店に伴い，フードコートでの出店オファーがあった｡札幌店の視察も受け，出店を希望していた｡
しかし，契約間際になって，一方的に話が流れ，出店はかなわなくなった｡しかし，その後，そのフードコートでの出
店は退店条件が厳しく，黒字を出すのが難しいことが判明した｡

・また，フードコート出店は通常の営業方法とは全く異なり，自らの強みを発揮できないことが明らかになった｡海外
展開そのものは断念したわけではなく，強みを活かしながら出店する機会をうかがっている状態である｡

調査対象：札幌で数店舗を営むお好み焼きを主体とするフードビジネス事業会社
調査方法：上記経営者に対するインタビュー，現地視察および現地アンケート調査
調査概要：

本事例 標準的なお好み焼き屋

誰が焼くのか 顧客 店舗スタッフ

店舗レイアウト カウンター型にする必要がなく，自由度
が高い

カウンター型になるため，自由度は低い

効率的な店舗サイズ 40席 10席＋2テーブル

フード提供までの顧客会
話内容

「うまく焼けるかな」＝味そのものよりも
飲食体験そのものに楽しみを見いだす

全く無関係な会話内容＝味に敏感にな
りやすい

店舗スタッフ技能 技能の差は顧客が気付きにくい＝モチ
ベーションのマネジメントが重要

技能の差に顧客が気付きやすい＝技能
差のマネジメントが重要

3.ベトナムでの出店可能性
・2013年に１人当たりGDPが$2,000目前となり，都市から郊外への発展が始まるなど，急成長の経済状況にある｡
・ベトナム戦争により，人口の年齢分布は若年層に厚く，旺盛な需要が当面見込める｡
・女性の社会進出が高く，外食需要は大きい｡
・朝食から外食し，住居が狭小なため，夕食も外食が多い｡
・米食ないし米製麺を主食とし，海産物もよく食べる｡
・親日派が多く，日本製に対しては高いロイヤルティを持っている｡
・フランチャイズ方式に注目が集まり始めている｡
・日本食レストランは出店を始めているが，現地では高価格戦略を採用している｡

現地アンケート集計結果（n=25, 選択方式，ホーチミン国際大学にて配付・回収，（）内の数値は回答比率）

好きな日本食（複数回答） 寿司（0.8），天ぷら（0.6），うどん（0.48）

好きな日本食の頻度 一ヶ月に一度（0.6），一週間に一度（0.12）

食べる場所（複数回答） 気に入りの店（0.8），新規開業店（0.24），自宅あるいは友人宅（0.12）

食べる相手 友人（0.88），家族（0.6）

日本食に対するイメージ 健康的（0.88），美味（0.6），安全（0.48），

2.海外進出への課題
・進出先情報の入手とソースとマヨネーズの調達が課題となっている｡
・前者はJETROやNPO法人によるビジネスマッチングで，後者は大手製造メーカーへの委託で解決が可能｡
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小樽市における食を通じた健康づくりの取り組みと評価に関する研究
プロジェクト代表者：穴沢 眞

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは，小樽保健所と協力し小樽市におけるヘルシーメニューの普及と
これを進めるための方策を探ることを目的とします。ヘルシーメニューをテーマとした
シンポジウムの開催や、小樽市が行った健康調査を補完するアンケート、先駆的な
取り組みをしている呉市での現地調査研究を行います。

【活動報告】
• シンポジウムの開催

平成27年2月11日に小樽市、北海道新聞小樽支社の共催を得て、「ヘルシーメ

ニューのすすめ～カラダ改造は食事から～」というテーマでシンポジウムを行いまし
た。講演者として呉市でヘルシーメニューの普及に努める日下医師と健康食に造詣
が深い三國シェフをお呼びしました。
• アンケートの実施

シンポジウムの会場で参加者に対し、食生活やヘルシーメニューの浸透度などに
ついてアンケートを実施しました。
• 呉市での現地調査

ヘルシー-メニューのレストランへの普及や市民へのヘルシーメニューの啓蒙、また

減塩サミットの開催など先駆的な取り組みを行っている呉市において活動の中心で
ある日下医師や保健所に対しヒアリングを行いました。

【具体的な成果等】
シンポジュウムには230名の市民が参加し、日下医師による講演「健康の大原則、

減塩はもう常識!! 子どもからお年寄りまでみんなで減塩環境づくり」、三國シェフに

よる講演「三國シェフの病院食、マンスール」ののち、小樽保健所長、秋野恵美子氏
による「小樽市のヘルシーメニューの現状」の説明がありました。これらを受け、上記
3名とパネリストとするパネルディスカッションを行いました。

これにより、小樽市民にヘルシーメニューについての認識を高めることに貢献しまし
た。

シンポジウムの前に実施した呉市での現地調査をもとに、これらの活動を小樽市
に普及する方策を探るため、シンポジウムにおいて参加者にアンケートを実施しまし
た。

アンケートの有効回答者は192名、そのうち、男子は43名、女性が147名でした。年
齢構成をみると60歳代が65名、70歳以上が72名と多数を占めました。アンケート回

答者の半数以上が食生活の改善に関する項目すべてに取り組んでいました。特に
ヘルシーメニューに関連の深い塩分を控えるという項目で127名、脂肪分を控えると
いう項目で133名が取り組んでいると回答しました。しかし、ヘルシーメニューを提供
している店については知っているが40名、知らないが133名で市民に十分な情報が
行き渡っていないことがわかりました。

国立大学法人 小樽商科大学
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キャラクターでつなげる地域の輪プロジェクト（Circle of Characters）
プロジェクト代表者：大矢 繁夫 プロジェクトリーダー：川本 雅史

国立大学法人 小樽商科大学
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観光資源開発としての小樽市立病院・医療ツーリズム事業の実現可能性調査
プロジェクト代表者：伊藤 一

国立大学法人 小樽商科大学

概要：医療健康戦略本部ではインバウンドの医療観光の充実を政策メニューに加え医
療観光プロモーション推進連絡会が発足。小樽市内では小樽市立病院が昨年１２月
に新設開院し、グローバルメディカルツーリズム事業として健康診断事業（自由診療）
に絞り、観光事業との連携した事業の可能性をメディカルツーリズムジャパンを仲介業
者として、模索しております。

成果：
①導入可能性のための成功事例調査（N医科大学付属検診センター他）と院内調査

（医療観光導入意向調査、職員満足度調査、患者満足度調査）の実施し院内での支
障が無く職員の賛同が期待できることが判明。
②説明書・同意書の翻訳（英語・中国語）とHPでのPR文章の策定、公開の際の課題な

どを確認し問題点の洗い出し。当該解決策策定には本学博士課程後期課程在学生を
中心に組織した研究会にて実施しビジネスプランの策定した（構成員：病院局事務次
長、検診センター長医師、本学教員、仲介業者経営者、院生（中国人））。
次年度は観光事業との連携と国内観光客へのプロモーション戦略を検討予定。

観光地
小樽

外国人観光客

メディカルツーリズムジャパン

健康・医療戦略推進本部：
インバウンド医療の進行

医療観光プロモーション
推進連絡会

調査
①医療観光の導入意向調査
②職員満足度調査
③患者満足度調査
④成功事例視察調査

検診事業整備
①説明書・同意書の翻訳

（英語・中国語）
②院内体制の整備
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地域通貨を活用したコンテンツツーリズムによる地域活性化に関する研究
プロジェクト代表者：沼澤 政信

国立大学法人 小樽商科大学

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは，コンテンツツーリズムと地域通貨を融合することにより，地
域活性化の効果と課題を検証することを目的とします。地域通貨の流通を通じ
て，流通量や利用者の満足度などを調査し，地域通貨を活用した観光まちづく
りの可能性について調査研究を行います。

【活動報告】
●地域通貨流通実験の実施

小樽市内の14商店街が連携したイベント期間内に地域通貨の流通実験を実

施しました。観光客への訴求を考慮し，キャラクターをデザインした紙幣型地域
通貨TARCAを発行し，観光客や市民が商店街の飲食店などで利用しました。
●地域通貨に関する聞き取り調査

地域通貨の先進事例について，地域通貨「蓮」（門真市），地域通貨「げんき」
（寝屋川市），こども通貨「まーぶ」（箕面市）を視察し，現状と課題，将来展望に
ついて聞き取り調査を実施しました。

【具体的な成果等】
地域通貨の流通実験では，イベント来場者およそ1000人に対して，およそ20

万TARCAを発行し，およそ10万TARCAが市内の18店舗で利用されました。

これまで実施してきた電子地域通貨の流通実験と比較して，導入面では紙幣
型が容易である一方，回収した紙券の流通管理に手間がかかることが分かり
ました。キャラクターの付加価値により，利用者の満足度が高かったものの，お
土産として持ち帰る人も多く，飲食店での利用が予想よりも伸びませんでした。

また，地域通貨の先進事例に関する調査では，地域商品券，有償ボランティ
アの御礼，こどもの貧困からの脱却ツールと様々な活用方法が存在することが
分かりました。さらに，地域通貨流通には，地域通貨事業で実施するプロジェク
トの内容や達成目標が鍵となることが明らかになりました。加えて，地域通貨を
利用できる店舗などの利便性や魅力などもポイントになることが分かりました。
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学生の客観的調査に基づく地域の課題認識と地域貢献を意図した提案の試み
－小樽の地域通貨Tarcaに注目した社会調査の実施と活用－
プロジェクト代表者：教育開発センター 辻 義人

国立大学法人 小樽商科大学

【1．本プロジェクトの目的】
(1)アンケート集計に必要な統計手法の指導。
(2)小樽市内の商店街の現状や、地域通貨に対する

考え方について、調査を設計・実施する。
(3)調査結果を踏まえて、具体的な提案を行う。

アンケート調査は、一部の人だけに許された「魔法」や「秘伝」ではありま
せん。では、学生にアンケート調査を指導するには、どうすればよいので
しょうか？ ここで、地域通貨Tarcaをテーマとした実習を行いました。

【2．方法】
(1)Excelの使い方、集計方法の指導（全8回）。
(2)小樽市商連のヒアリング。
(3)小樽商店街を対象とした地域通貨の調査。

→学生は調査・入力補助を体験。

【3．プロジェクトの成果と課題】
○ Excelの基礎的な使い方の習得。
○ 数字や分析に関する苦手意識の克服。
○ 「統計でできる3つのこと」の理解。

→まとめる、比べる、関係を探る
○ 分析を前提とした質問項目の作成。
○ 郵送調査（500件）の手続き体験。
× アンケート全体設計まで手が回らず。
× 「講義8回、最後に実践」だったが、

「講義＆実践」を何度も反復すべき。
× 調査設計・実施・提言に際しては、

調査テーマの深い理解が必要である。
地域通貨Tarca公式サイト

【4．コメント】
「ちょっとしたアンケート」の技能
は、大学や職場などで非常に役
立ちます。特に、数学が苦手な学
生への支援が重要と思います。
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小樽観光業に関する実態調査
プロジェクト代表者：劉 慶豊

国立大学法人 小樽商科大学

観光客の消費
額の決定要因

回帰分析

小樽観光
満足度調査

CSポートフォリオ

観光客が来樽
率の決定要因

ロジット分析

ロジット分析の結果

ご当地性を重視している
人が小樽観光に来やす
い。

小樽のご当地性とは

→運河、ガラス・オルゴー
ル・・・？

回帰分析

来訪目的が多い人ほど、
土産物に使う金額が少な
い。

滞在時間が長い人ほど
土産物に使う金額が多い。

商品の限定性、店員の接
客態度の満足度が高い
人ほど使う金額が多い。

CSポートフォリオ

雰囲気・食べ物・観光地
という要素を含む『小樽
運河-メルヘン交差点』間
の観光地が観光客の総
合満足度を上げている要
因と考えられる

長時間型観光

ご当地性を重視した観光

観光スポットを宣伝

「小樽といえば○○」を増やす

市内を広く巡る観光を目指していく！
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しりべし地域産果実由来微生物の探索とその産生セルロースゲルの評価を研究テーマと
するアクティブラーニングを導入した地域志向型ゼミナールの実施
プロジェクト代表者：沼田 ゆかり

国立大学法人 小樽商科大学

実験結果
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セルロースが合成されると
紫外線でコロニーが発光

液体培地で培養し、
生産物を回収

微生物
5種を選別

構造解析(赤外分光法)による産生物同定

微生物同定試験(16S rDNA塩基配列・分子系統解析)

・報告会にて研究の進捗状況を報告(後期月1度、計3回)
・検討会で1年間の研究成果を報告(年1度)

・全員の研究テーマと
関連した地域志向型
テーマを設定すること
で、議論に参加しや
すい環境や研究への
モチベーションの維持

検討会の様子

・自主的に実験計画を立て、実施
・結果をまとめ、追実験

・ICT機器を用いて「わ

かりやすい説明の仕
方」、「伝わるプレゼン
テーションの仕方」を
考える

産生物は純粋
なセルロース

生産量の多い微生物Dについて相同性検索を行った結果、

Komagataeibacter hanseniiとの相同性が高かった

仁木町および商大周辺で得られた20の果物を使用

コロニーを単離

・ぶどう 2種
・プルーン 1種
・りんご 1種
・山ぶどう 1種

微生物によって産生されたセルロースゲルは一般には「ナタデココ」や「バイオセルロース」の名称で商品化さ
れている。果実農業が盛んなしりべし地域の果実から得られたセルロース合成菌が産生したセルロースゲル
は、「地域ブランドの確立」や「くだものを核にした6次産業化」に貢献できる可能性が高い。このような地域社会
と密接な研究テーマを用い、積極的にICT機器を活用し実験結果を議論し、報告会や検討会でプレゼンテーショ
ンすることで、アクティブラーニングを導入した地域志向型のゼミナールを実施する。

ゼミ学生への効果

まとめ・今後のとりくみ
学生自身が積極的にゼミナールに取り組み、ICT機器を用いたプレゼンテーション能力を向上することができた。
今後は得られたセルロースゲルの各種物性試験を行い、さらにゼミナールでの活発な研究活動につなげる。

目的
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微生物Dの生産量(乾燥重量)がもっとも多い
微生物によって得られたゲルの物性(強度、硬さなど)が異なった

ゲル重量 乾燥重量

微生物のスクリーニング

振とう培養

今後、評価を行う
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北海道法学教育プロジェクト
プロジェクト代表者：小倉 一志 プロジェクトリーダー：永下 泰之

国立大学法人 小樽商科大学

１．プロジェクトの背景事情

①現在の法学教育の問題点の一つに、学生が法学学習に円滑に入
り込めない（要するに、法学は「取っつきにくい」）ということがあります。
②小樽商大の学生のほとんどが道内出身者です。

２．プロジェクトの方向性

上記１②の事情を活かして、上記１①の問題を解決できるのではな
いか、すなわち、小樽商大ならではの法学教育ができるはずだと考
えました。

その解決策が、「北海道を舞台とする法律紛争を教育素材とすれ
ばよい（学生が関心を持ってくれるはずである）。」ということです。

３．具体的な方策
（１）『北海道判例集』の作成

法学導入教育の教材として、『北海道判例集』を作成しました。この
判例集を用いた法学教育を平成27年度から実施予定です。

なお、この判例集の特長は次の２点です。
①北海道を舞台とする裁判例を取り上げました。

②単なる判例解説ではなく、北海道ならではの特徴や背景事情があ
ると思われる場合には、それらも記載しています。
（２）ゼミナールでの実地調査

学生自身と法律紛争の現地（当然、道内です）を訪れ、関係者ヒア
リング等を実施することにより、法律紛争の解決手段としての法学の
意義を肌に感じてもらいました。
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国立大学法人 小樽商科大学

インターネットメディアは，言語コミュニケーションになくてはなら

ないものになりました。本プロジェクトでは，まず，インターネットメ

ディアを使った情報処理をどのように人間が行っているかを，代表者自

身が，『認知科学』という科目の授業の中で説明しました。さらに，イ

ンターネットメディアがどのような特性を持っているかを，具体的には

以下の内容を，プロジェクトメンバーが外部講師となり，分かりやすく

『認知科学』受講学生に説明しました。

● インターネットメディアのしくみ

ソーシャルメディアのしくみ

メディアの種類による情報の伝わり方の違い

インターネットメディアの情報倫理

インターネットに出した情報は消えない

ネットの炎上の実際 匿名個人はどのように特定されるか

コミュニティガイドライン（炎上の予防線）

流行仕掛人（コミュニティのハブ），マスコミが情報を 拡散させる

相手の感情を判断する手がかりは言葉か画像･動画か

書かないよりは書いた方が良い 有益な情報発信の条件

● 不特定多数に向ってどのように文章を書くか？

不特定多数でも狙っているターゲットに届く文章を書く

ブランド化

機能ベネフィット，情緒ベネフィット

講義内容を実践に活かせるよう，実際に地域メディア『おたるくら

し』フェイスブックページに掲載する記事（文章と写真）を一人4つず

つ，作ってもらいました。

地域メディアのリテラシー教育
プロジェクト代表者：佐山 公一
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積丹町における自然生態系を活かした地域振興策の構築－とくに二級河川余別川（北海道積丹町）にお
けるサクラマス・サンクチュアリー（保護区）をコアとした地域活性化方策の構築－
プロジェクト代表者：八木 宏樹（商学部一般教育）

国立大学法人 小樽商科大学

●本プロジェクトは，北海道積丹町余別地区の豊かな自然を活かして，これを素材にした積
丹町の地域活性化方策を構築する目的で開始しました。

●自然の豊かさを，まず，地元の方々に知っていただくため，冬季を中心に21回の現地調
査を行うとともに，地元漁協青年部や積丹町役場とともに，２回の勉強会，道東標津町役
場等への先進地視察調査を行いました。

●とくに冬季の雪面下の河川生産力のしくみを調査することは，これまでにない取り組みと
なりました。

学生による河川調査 学生・漁協・役場の合同調査勉強会の開催大学での水質分析

私たちの取り組みと目標は次のように設定しました

これまでにわかったこと，次の課題

・山からの湧き水は，いったん淵や谷地にとどまり，冬の間に熟成されて本流に流れ，高
い生物生産力を与えることが分かりました。温度の効果も見られました。

・そのルートは，支流だけではなく，地下に浸透した水も大きな役割を果たしていました。
・先進地調査では，自然環境と生物を上手く活かして，教育の場として活用する例を調べ

てきました。
・教育の場としては，首都圏などからの修学旅行や研修旅行が中心でした。
・とくに地元の方々が直接，地域環境や生物を説明することにより説得力や感動が生ま

れることが分かりました。サンクチュアリーはその中心的な役割を担うことが可能です。
・豊かな自然，おいしい食材は積丹にはそろっています。「何もない」と思われていた余

別の自然が実は大きな資源であることが分かり，次は具体的な設計となります。
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小樽を中心とした後志地域におけるヒューマンストーリーを活用した新たな観光
資源の開発
プロジェクト代表者：江頭 進

国立大学法人 小樽商科大学

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは小樽を中心とした後志地域におけるヒューマンストーリーを活用
し、新たな観光資源の開発を目的としています。具体的には朝の連続テレビ小説
のモデルとなった竹鶴政孝とリタ夫妻に着目し、ゆかりのエピソードや場所につい
て生活史・社会史的な観点から調査研究を実施しました。研究成果に基づき様々
な情報発信の取り組みを行い、観光客・市民・学生に周知しました。

【プロジェクトの主な活動実績】
●パネル展「余市・小樽における竹鶴政孝とリタ夫妻」の開催

余市・小樽での竹鶴政孝とリタ夫妻の足跡をテーマに、本プロジェクトの調査研
究で明らかになった情報や写真を盛り込んだパネル展を開催しました。図書館、
JR小樽駅等の公共施設、本学図書館、雪あかりの路等の各種イベント会場で展
示することで、幅広い観覧者に観ていただくことができました（11回開催）。
●各種情報発信

北海道庁や各種団体主催の講演会・シンポジウムでの講演、NHK主催イベント
出演、NHKやFMおたるの番組制作協力・出演、進化経済学会北海道大会での報
告など、様々な媒体で研究成果の情報発信を行いました。
●成果をまとめた冊子発行

研究成果および活動をまとめた冊子を発行しました。公共施設や観光施設、小
樽商科大学で配付し、観光客、市民、学生に研究成果を周知しました。

【プロジェクトの成果】

余市・小樽における竹鶴政孝とリタのヒューマンストーリーは、これまでほとんど
知られておらず、新たなゆかりのエピソードや場所を発見することができました。
日本のウイスキー創始者としてだけでなく、余市・小樽そして後志地域に関係の
深い人物として、竹鶴夫妻を地域資源・観光資源として新たに位置づけることが
できました。今後の課題はドラマ終了後の地域資源としての定着化です。
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ニセコ地区における中長期滞在型観光客のモビリティに関する研究（２）
―モビリティサービスの基本構想―
プロジェクト代表者：平沢 尚毅

国立大学法人 小樽商科大学

■ プロジェクト目的

本教育プロジェクトでは、観光客の要求を満たし、新たな観光地における体験を促進するための、移動サービスの
あり方を構想する方法論を体系的に学ぶことを目的としています。今年度は、昨年、調査した観光客行動情報を基
にして、現行モビリティサービスの課題を明確にすることを目的にしています。

■ 実施方法
（１） ニセコ地区の観光客モデルの構築

昨年得られた観光客の行動情報を基に、典型的な観光客像をモデル化（ペルソナと呼ばれる）します。
（２） 観光客行動シナリオの作成

ペルソナごとに、典型的な行動シナリオを数パターン作成します。
（３） 観光客シナリオを基にしたモビリティサービス評価

まず、観光地にあるモビリティサービスを調査します。そのサービスを作成したシナリオに基づいて利用し、課題を
抽出してゆきます。学生は、気づいた課題を持ちより、ディスカッションを通して、課題整理をしてゆきます。

■ 成果
（１） 観光客モデルの構築

ペルソナ手法を用いて、わかりやすく的確な観光客像を作ることができました。
（２） 観光客に基づいたサービス評価法の習得

人間中心設計の手法を応用して、観光サービスを評価する手法を体系化できました。これによって、現行のモビリ
ティサービスの課題を明らかにすることができました。特に、日常の生活行動を支援するモビリティサービスが未整
備であることが明らかになりました。
（３） 外国人を対象としてフィールドワークの実施

学生は、ニセコ地区を対象とすることで、国内ではかなり困難な外国人をターゲットにしたフィールドワークを実施
することができました。その結果、様々な形でコミュニケーションをとる術を習得することができました。
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北海道指定有形文化財 小樽市鰊御殿パンフレット英語化プロジェクト
プロジェクト代表者：井上 典子

国立大学法人 小樽商科大学

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは、小樽市役所の依頼により、ゼミ活動の一環として、北海道指
定有形文化財に指定されている小樽市鰊御殿の英語版パンフレットを作成す
ることです。本プロジェクトの目的は、１）学生が体験・調査学習、およびゼミ内
でのグループ・ワークやディスカッションなど、能動的な学修を通して、小樽市
の重要文化財への知識・理解を深めながら英語運用能力を向上させる機会を
与え、２）英語パンフレットの充実化により、小樽市を訪れる外国人観光客に対
するサービスの向上を図ることです。学生たちは、自分たちが協力して作り上
げたパンフレットが実際に使用されることで、大きな達成感と誇りを感じるはず
であり、その達成感や自信がさらに今後の学習意欲の向上につながると考え
ています。

【プロジェクトの成果】

現状では、日本語の文章を読むことができる外国人は少なく、観光名所を訪れ
ても、詳細はすべて日本語で説明され、英語では基本的な情報しか記載され
ていない場合が多いと言えるでしょう。従って、英語のパンフレットを充実させる
ことで、そのような日本語が苦手な外国人観光客も、小樽の文化財についてよ
り深く理解することができることでしょう。また効果はそれだけではありません。
小樽は外国人観光客に優しい街づくりを行っているというメッセージを発信する
ことにもなり、それが外国人観光客のさらなる増加につながると期待していま
す。
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北海道企業の国際ビジネスとグローバル人材像に関する調査
プロジェクト代表者：金 鎔基(商学科・教授)

国立大学法人 小樽商科大学

グローバル人材の育成問題が近年注目されている。ただ、政府周
辺の認識もふくめ、これまでの議論では、＜グローバル人材＝一部
エリート＞という認識が背景ににじんでいるようにみえる。本学にお
いても、グローバル人材とは自分とは関係のない雲の上の話だと、
距離をおく学生が少なくない。しかしグローバリゼーションへの適応
力を問うとすれば、今注目されるべきは大企業よりむしろ中小企業
の方ではなかろうか。大企業の多くはすでにグローバル化している。
今後の日本経済の盛衰を左右するのは、むしろ中小企業の適応力
の方であろう。

地元に目を転じれば、グローバリゼーションの波に乗って他企業と
の差異を作り出すことに成功した企業が少なくない。その一部事例を
選び、国際ビジネスに手掛けるようになった背景や今後の見通し、国
際ビジネスに関わる人材に求められる資質とその育て方、または確
保方法を重点的に聞いた。調査は金ゼミ授業の一環として実施さ
れ、特に4年生は事例を分担し聞き取りを行い、調査結果は卒論9本
にまとめられた。

自らの調査を通じて、グローバル人材を自分とは遠い存在とみてき
た学生の認識に大きな変化が見られた。興味深い事実発見も少なく
ない。一例をあげると、国際ビジネスに進出しようとして必要な人材
を確保したのではなく、国際ビジネスができる人材があったので進出
を決めたという事例が少なくない。これは、資源依存型戦略理論、戦
略的人的資源管理論の核心に通ずる興味深い例である。実践面に
おいては、人材の多様性、ダイバーシティの重要性を示唆する可能
性がある。今後、更なる研究を期したい。
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小樽港クルーズ客船外国人乗船客用観光マップ作成プロジェクト
プロジェクト代表者：井上 典子

国立大学法人 小樽商科大学

【プロジェクトの概要】

本プロジェクトは、小樽市役所の依頼により、学生の学習活動の一環として、小樽港に入
港するクルーズ客船の外国人乗先客のための英語版観光マップを作成することです。

本プロジェクトの目的は主に二つあります。まず、学生が外国人との体験・調査学習、及び
ゼミの範囲を越えたグループ・ワークやディスカッションなどによる能動的な学習を通して、
現在小樽市が力を入れているクルーズ客船誘致（２５年度実績４１回寄港）による観光振
興・産業振興への知識・理解を深めながら英語運用能力を向上させる機会を与えること。そ
して、これまで作成されていなかった小樽港勝納埠頭から市中心部へのアクセスが一目で
分かる英語マップの作成により、クルーズ客船で来樽する外国人観光客に対するサービス
の向上を図ることです。また、自分たちが協力して作り上げたマップが外国人に実際に使わ
れることで、学生たちは大きな達成感と誇りを感じるはずであり、その達成感や自信がさら
に今後の学習意欲の向上・就職活動にも役立つものと期待しています。

【プロジェクトの成果】
現状小樽市では、クルーズ客船の外国人乗船客に特化された観光マップは存在しません。

既存の英語版マップを使用していますが、５万トンクラスまでの船は小樽駅からまっすぐ小
樽港に向かった場所に接岸できるものの、７万トン超の船は小樽築港の勝納埠頭でなけれ
ば接岸できないことから、そこからの主要観光スポットへのアクセスを１枚のマップで紹介す
るができなかったため、利便性を欠いていました。それでも日本人観光客については、案内
係が説明することにより対応することができましたが、日本語が分からない外国人観光客に
ついては、通訳の人数が限られているため、多くの需要にきめ細かく応えられていませんで
した。そこで、英語のマップができることで、日本語が苦手なクルーズ客船の外国人観光客
も小樽の観光をスムーズに楽しむことができるようになり、小樽は外国人観光客に優しい街
づくりを行っているというメッセージを発信になり、外国人観光客誘致促進につながると考え
ています。さらに英語版を基に多言語化することで、更なる発展性も期待されます。また、観
光の現場で実際に役立つマップの作成に携わることは、学習効果だけでなく、職業訓練の
意味でも大いに成果が期待されることでしょう。また、本プロジェクトの経験を来年度以降の
ゼミ活動や英語関連授業の内容にも反映させ、商大生の英語運用力のさらなる向上に役立
てたいと考えています。
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ニセコ観光圏（倶知安町、ニセコ町）における、国際観光マーケティングプロジェクト
プロジェクト代表者：プラート・カロラス

国立大学法人 小樽商科大学

●プロジェクトの目的

このプロジェクトは、海外からの観光客が急激に増加しているニセコ地域を
対象地域としています。ニセコ地域は、平成２６年に観光圏の認定を受けたこ
とを契機に更なるブランドアップを図り、世界に通用する、国際リゾート地を志
向しているところです。その為には、観光資源の質の向上が必要であり、現地
でのフィールドワークを通じ、観光資源のブラッシュアップ、国際観光マーケィ
ングの方向性検討を行います。

●具体的な取組み

具体的な取組みとして、ゼミナールの３年生を中心にニセコ地域４つのス
キー場に派遣、観光資源（施設整備状況、実際の交通機関の状況、買い物施
設の状況など）のチェックを行いました。また、ゼミナールでニセコ観光圏の現
状についてディスカッションを行い、地域課題の共有を図りました。

●成果

フィールドワークの結果、「リフト設備及びゴンドラ設備」の老朽化」「各ス
キー場を結ぶバススケジュール改善の必要性」が課題として抽出されました。
これらの課題は、ニセコ地域の研究プロジェクトと連動して、課題を解決に向
けた取組みを検討していく方針です。 また、ゼミナールの学生については、
地域に実際に赴き、地域での実態調査を行ったフィールドワークを通じ「地域
の実情」を把握したとともに、「インバウンド観光（外国人観光客の誘致）の課
題」について理解が進みました。このプロジェクトを通じて、ゼミナールでの
input教育、フィールドワークでのoutput（実践）教育を併用することで、学生の
著しい成長を実感することができました。

冬季フィールドワーク
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地域と学生をつなげる新たな小樽ガイドブック「たるぽーと」の制作
プロジェクト代表者：大津 晶

国立大学法人 小樽商科大学

◎プロジェクトの概要

本学の学生の半数以上が，札幌市などの市外から通学し，地域の商店や市民との

交流が希薄になった結果，在学期間中に小樽の歴史や魅力に触れる機会を逸して

いる学生が多くなっています。

小樽市は平成26年3月に施行した「小樽市自治基本条例」は，協働まちづくりの主

体としての“市民”の定義に「市内の学校等に通学する学生」を含んでいますが，現状

で本学学生に「小樽市のまちづくりの担い手」としての認識が広まっているとは言い難

い状況です。

そこで，本プロジェクトは高知に起源を持ち全国に広がった「ランチパスポート」の事

例に学び，小樽商科大学の学生が地域に赴いて市民との交流を増やしそれらを通じ

て小樽の歴史と地域の魅力を知り，合わせて地域課題への理解と愛着を深めるきっ

かけを増やすことを目的としたガイドブックを製作し学内に広く配布することとしました。

◎プロジェクトの成果

地域の歴史やそれを伝える場所と人，学生を暖かく迎えていただける昔馴染みの

店，新入生に便利な生活情報などに加え，小樽市企画政策室と連携して製作した自

治基本条例などを纏め，総ページ数90ページを越える「たるぽーと」を製作し配布しま

した。本プロジェクトの真の目的は，ガイドブックの制作ではなくそれを通じた学生と地

域の交流の促進ですので，今後も引き続き効果の検証を行うこととしています。
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